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1. はじめに 

2019年に見舞われた世界的パンデミックは，デジタル
機材を利用した教授形態へのシフト，学習教材・教授資料

のデジタル化を加速化した。それゆえ，教員は新たな学習

環境や教授手法を再構築し，学習者も学習計画・学習方

略・学習スタイルなどの適応を促されたといっても過言

ではないだろう。 
このような Digital dynamics（デジタル化によって引き
起こされる教育環境・学習者行動・教授法・教材・相互作

用の連鎖的変化や力学的プロセス）がもたらす影響は多

岐にわたる。一方 ICT環境はAIを搭載した学習アプリや
生成AIなど，めまぐるしく発展し続けているが，万能さ
と危険性を兼ね備えたAI利用のルールなど，検討すべき
ことがあるのも事実である。 
 
2. 研究背景 
2.1 英語学習に関する自己効力感 
自己効力感は，自身がタスクを進めていけるという肯

定的な展望や思いである。そのため個人が自信を持って

課題等に従事でき，学習意欲に影響をおよぼす要因であ

ることが明らかとなっている(1)。英語学習における文脈で

は，学習方略の発達・促進要因，能動的学習行動への積極

的取り組みにおいて自己効力感がカギを握っている(1)。つ

まり自己効力感は，授業課題の完遂，授業への積極的な関

与といった英語学習・習得へのつながりを決定づける重

要な因子と判断できる。 
 
2.2 学業的援助要請とプランニング方略 
学業的援助要請（Academic help seeking）は，教室内で
の支援要請行動を社会的相互作用として捉え，課題遂行

に伴う協調学習と関連づく重要な要因である(1)。困難な状

況での解決法として容易に実践できるのが特徴である。

学習を進める範囲や方法，履修状況や日常生活でのスケ

ジュールを見据えた学習計画を立案・決定・修正するプラ

ンニング方略が，学習の準備段階において中心的な位置

付けとなり，自己効力感や達成目標とも関係しているこ

とが明らかである(1)。 
 
2.3 リサーチクエスチョン 
現在の流動的なデジタル化社会・教育環境において，従

来から存在する学習ツールは，デジタル環境においてど

のような影響があるかを再検討する必要がある。 

そこで本研究では，従来から英語教育で実践されてい

る「オンライン英語演習」が英語学習における自己効力感，

学業的援助要請行動，計画方略に影響を与えるかどうか

を実証する。 
 
3. 方法 
3.1 調査協力者 
日本の大学で英語の授業を受講している学生 142 名を

対象にした。対象とした授業は、4技能統合型の必須科目

とリスニングおよびリーディング技能に焦点をあてた選

択必須科目であった。 
 
3.2 調査期間 
調査は 2024年 4 月の授業第 1 回目から第 13 回目まで

の対面授業で実施し，質問紙の回答協力は学期中にオン

ラインで2度依頼した。 

 
3.3 授業・研究デザイン 
【グループ設定】オンライン英語演習の影響を検証す

るため，演習を伴う授業（実験群：62 名）と伴わない授

業（統制群：44名）を設定した。 
【オンライン英語演習】教科書にはオンライン英語演

習が付属しており，英文空所補充，語彙単語カード，英文

読解，ビデオ内容理解など，さまざまな工夫や演習が設定

されていた。該当課題には期限も設定した。 
【質問紙】 Ishii（2020）(1)は先行研究を参考に英語学習

における自己効力感，学業的援助要請行動の質問紙を作

成しているため，一部文言を修正して本調査に採用した。

またプランニング方略については，石井（2015）(1)のメタ

認知方略の下位尺度を参考に項目を精選した。 
【データ分析】欠損値を除く有効なデータ 106 名分を

対象に，SPSS29.0 を利用した。因子分析については，プ

ロマックス回転・最小二乗法を選択し，各因子の信頼性に

ついては信頼性係数ωを算出し，最後に反復測定の分散

分析を実施した。 
 

4. 結果・考察 
4.1 分析結果 
因子分析を実行し他の項目への因子負荷が.35を超えて

いる場合はその項目を削除し，ω係数を算出した結果内

的一貫性が十分に高いと判断した。反復測定の分散分析

では、各因子の事前事後得点をグループ内効果，同じ時期 



表1 各因子の事前事後得点 
グループ  自己効力感 

(Pre) (Post) 
学業的援助要請行動 

(Pre) (Post) 
プランニング方略 
(Pre) (Post) 

実験群 
M 3.39 3.51 3.72 3.79 3.03 3.29 

SD .961 .833 1.204 1.245 1.004 .902 

統制群 
M 3.38 3.47 3.72 3.74 3.28 3.49 

SD .880 .899 .959 1.205 .871 .924 
 
の得点をグループ間効果として取り扱った。分析の結果，

自己効力感の時間による主効果に統計的な有意さは確認

できなかった（F (1, 104) = 2.139, p = .147, partial η2 = .020）。
グループ間効果も同様であった（F (1, 104) = .037, p = .849, 
partial η2 = .000）。学業的援助要請行動の時間による主効果

に有意さは確認できなかった（F (1, 104) =.218, p = .641, 
partial η2 = .002）。またグループ間効果も同様に有意さは確

認できなかった（F (1, 104) = .011, p = .916, partial η2 = .000）。
プランニング方略の時間による主効果に有意さを確認し

た（F (1, 104) = 7.053.139, p = .009, partial η2 = .064）。一方グ

ループ間効果に有意さはなかった（F (1,104) = 1.956, p 
=.165, partial η2 = .018）。 
 

4.2 各因子への環境・社会要因 
プランニング方略のみグループ内での効果が確認され

たのは，時間経過とともに授業での課題期限や取り組み

方などを学習環境への適応，繰り返しの効果が生じたか

らではないだろうか(1)。オンライン英語演習の有無に関係

なく両群ともに学習計画を立てて取り組むことで単位取

得に近づく”コツ”として認識されたのかもしれない。 

オンライン英語演習は英語力向上を狙ったアクティビ

ティであり，読解力および語彙力の強化などが期待でき

る。個人のペースで進めていくことが可能で，いつでも何

度でも取り組める。自身に合ったスピードで確実に進め

ることが確かな自信を醸成し，そして英語学習への積極

的な取り組みに繋がると予想した。 

今回の実践データの結果からは，自己効力感への影響

は統計的有意さがなく最小限にとどまったものの，実験

群の数値は統制群よりも増加したため，長期間の検証を

検討する余地があるだろう。 

一方学業的援助要請行動については変化が垣間見えな

かった。従来の授業では課題に困ればクラスメイトや教

員に相談できる環境であった。デジタル化された現社会

ではSNSなどのコミュニケーションツールやアプリの台

頭により，さらに身近に援助を求められるようになった。

しかし本結果からは，それを確認できなかった。今や

ChatGPTといったAIによる個人支援が無料で，手軽に受

けられる。そういったデジタル化の影響により他者から

の援助要請行動へと繋がっていない可能性もあるだろう。 
 

4.3 授業デザイン 
本実践では，オンライン英語演習を復習および英語力

向上の支援ツールという位置付けで利用した。受講生ら

は授業外で個人活動として進めたため，当該演習につい

て学生同士で悩みを相談する時間や教えあうといった協

調学習要素が授業内には皆無であった。Unit や授業単元

ごとに授業内で時間を確保するといった授業設計により

更なる変化が生じるかもしれない。 
 

4.4 今後の方向性 
本実践では，オンライン英語演習を復習および英語力

強化を狙ったツールとして，その効果を検証したにとど

まった。現社会は AI 機能を有した学習ツールに加えて，

多くの学習リソースがデジタル化されてきている。今回

対象とした学業的援助要請行動には，クラスメイトや教

師を対象にした質問紙項目であったが，ChatGPT などの
人以外を対象にした文言を検討する必要があるだろう。 
先述の通り，今回の実践結果からは統計的な有意さは

限定的であったものの数値は増加したので，より長期ス

パンで検証することも視野に入れるべきであろう。そし

てオンライン英語演習がより有意義なツールとなるよう

な授業内・外での時間確保や有機的な連携となる仕組み

や工夫も必要かもしれない。 
 
5. おわりに 
本実践では，従来から英語の授業で利用されているオ

ンライン英語演習が現在の学生たちの自己効力感，学業

的援助要請行動，プランニング方略に影響をおよぼすか

検証した。限定的ではあるがプランニング方略への有意

さが確認された。自己効力感は学習意欲と密接に関係す

る重要な因子であるので，自己効力感を促進・阻害する因

子をさらに吟味していく必要があるだろう。 
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